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令和４年度第１回川崎市子ども・子育て会議子ども・子育て支援推進部会 議事録 
 

■ 開催日時 

  令和４年１２月２日（金） １８時００分～ 
■ 開催場所 

  川崎市役所第３庁舎１３階こども未来局会議室 
■ 出席者 

（１）委員  
●公益財団法人川崎市生涯学習財団 理事長  
 石井 宏之委員  
●公募委員  

岩堀 誠委員  
●ＮＰＯ法人子育て支えあいネットワーク 満 理事  

河村 麻莉子委員  
●川崎商工会議所 顧問 

中山 紳一委員  
（２）行政所管課・事務局 

●企画課 課長補佐 浅水 
●企画課 担当係長 熊島 
●こども家庭課 課長 佐藤  
●こども家庭課 医療費助成係長 三本松  

■ 配布資料 

資料１ 小児医療費助成制度の拡充（案）について 

資料２ 小児医療費助成制度の医療費助成実施状況（通院及び入院） 

資料３ 小児医療費助成制度の拡充（案）に対する意見募集（パブリックコメント） 

参考１ 川崎市子ども・子育て会議子ども・子育て支援推進部会 委員名簿 

参考２ 川崎市子ども・子育て会議子ども・子育て支援推進部会 行政出席者名簿 

■ 傍聴者 

０人 
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１ 委嘱式 
・石井委員挨拶  

 

２  開会 

・次第、資料確認、定足数（部会の成立）確認 

 

３ 部会長選出 

・委員の互選により、部会長を石井委員に決定。 

 

４ 議事１ 小児医療費制度について 

○資料１～３をもとに事務局から概要説明。 

＜質疑等＞ 

【委 員】 国の責任で、全国一律の制度として構築すべきであり、県内の各市町村、あ

るいは全国の政令指定都市とぜひ連携を取り、国への働きかけを続けていた

だきたい。また、パブリックコメントについても、ぜひ多くの意見を拾って

いただきたい。 

【事務局】 全国一律の制度として構築していくということが非常に重要であるので、政

令市や近隣自治体と連携しながら。国への要望を継続していきたい。また、

パブリックコメントについては、様々な機会で周知をしながら、たくさんの

方から御意見をいただけるように努力してまいりたい。 

【委 員】 政令指定都市の状況を見ると、入院に関して、高校卒業までとする動きも出

てきているようなので、引き続き、ほかの自治体の状況も十分チェックをし

ていただきたい。 

【事務局】 了解した。 

【委 員】 所得制限がなくなった、それから中３まで全て助成されるようになるという

ところは、本当にすごく大きいと思う。拡充の影響で財源が必要になってく

るがどのように捻出したのか。また、パブリックコメントについて、大体ど

んなような意見があるのか。 

【事務局】 財源については、約16億円が必要であり、かなり予算規模が大きい事業にな

ることから、全庁的に財源を確保していく調整を進めている。パブリックコ

メントの内容については、所得制限の撤廃を歓迎するという御意見をたくさ

ん頂戴している。そのほかにも、対象年齢について、中３までとなってよか

った、高校生のお子様がいる世帯に関しては、高校生までさらに拡大してほ

しいといった御意見、また、一部負担金について、撤廃してほしいという御

意見や、逆に、制度を運用していくに当たっては、一部負担金も必要なもの

ではないかという御意見、両方をいただいている。 

【委 員】 実際に、未就学児、小学生、中学生の子供を持つ親として、本当にありがた
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い。川崎市は、東京都と横浜市に挟まれているが、横浜市の動きが影響した

のか。 

【事務局】 東京と横浜の動きについては、転入してこられる方も多くいるので、あまり

大きな差ができるのは好ましい状況ではないことから、周辺都市の状況など

も踏まえた中で、今回の拡充という判断に至ったところである。 

【部会長】 平成７年度から実施して、少しずつ拡大、拡充を図ってきた中で、今回、中

学３年まで、そして所得制限の撤廃というのは非常に大きな御英断であった

と思う。昨今の物価高騰などの社会状況、経済状況を見ると、子育て世代に

対しては大きな支援策になる。財政負担が15億9000万円ぐらい増えて、単年

度概算で61億9000万ということで、これはずっと後年度負担にもなっていく

ので、財源確保を含めた、いろいろな市の施策とのバランスのある財政運営

求められている。小児医療費助成制度は、自治体間の差異があってはいけな

いものであるし、目玉施策的に都市間での競争になるようなものでもなく、

全国一律の制度となるよう、引き続き国への要望等に御尽力をお願いした

い。個人的には、一部負担金はやむを得ないのかなという部分もあるので、

十分な説明も必要になってくる。 

【委 員】 １回通院すると、その500円はどんな形でお支払いするようになっているの

か伺いたい。 

【事務局】 例えば、窓口で保険診療の自己負担額が1000円だった場合、500円をその場

で払っていただいて、残りの金額については、川崎市から病院に支払われる

仕組みとなっている。ただし、県外の病院を受診される場合には償還払いと

なる。 

【委 員】 ちょっとした病気のときにでも病院に行くことが安心してできて本当に助か

っている。 

【委 員】 対象者に対して、来年５月に申請勧奨を行うとのことだが、これは医療証を

請求する申請なのか。 

【事務局】 新たに対象となる方については、医療証をお持ちでないので、まずこちらか

ら申請書類を送り、申請をいただいた上で、医療証を御用意することにな

る。 

【委 員】 所得制限を廃止することで、市の事務作業も少しは効率化が図れるというこ

とになるのか。 

【事務局】 神奈川県の制度では、引き続き所得制限が残っており、年度ごとに県の補助

金の交付申請にあたり、補助対象となる所得制限以下の方を確認する必要が

ある。 

【委 員】 やはり全国一律に標準化を進めるべきテーマだと思う。 

【委 員】 歯科は助成の対象になるのか。 

【事務局】 助成の対象である。 

【部会長】 申請書は、今までもらっていた人は何もしなくてよくて、これまでもらえて

いなかった人に申請書の提出をお願いするということなのか。 

【事務局】 これまで申請をされている方の中で、所得制限を超えていて医療証が交付停
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止になっている方は、今回の拡充で改めて申請をいただく必要はない。中学

生以上の年齢の方に対しては、申請をいただく必要がある。 

 

４ 閉会 

 

以上 


